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審決 

 

不服２０１７－１５５５０ 

 

 （省略） 

 請求人 株式会社 東芝 

 

 （省略） 

 代理人弁理士 井上 正則 

 

 （省略） 

 請求人 東芝インフラシステムズ 株式会社 

 

 （省略） 

 代理人弁理士 井上 正則 

 

 

 特願２０１６－５０７３６５「情報処理方法および情報処理システム」拒絶

査定不服審判事件〔平成２７年９月１７日国際公開、ＷＯ２０１５／１３６９

３８〕について、次のとおり審決する。 

 

 結論 

 本件審判の請求は、成り立たない。 

 

 理由 

  

第１．手続の経緯  

 

 本件特許出願は、平成２７年３月１２日（優先権主張 平成２６年３月１４

日 日本、平成２６年９月９日 日本）を国際出願日としたものであって、その

手続の経緯は以下の通りである。 

 

 平成２９年 ５月１０日付け ：拒絶理由の通知 

 平成２９年 ７月 ５日     ：意見書の提出 

 平成２９年 ７月１８日付け ：拒絶査定 

 平成２９年１０月１９日     ：審判請求書及び手続補正書の提出 

 平成２９年１１月２４日付け ：前置報告書 

 

第２．平成２９年１０月１９日付けの手続補正についての補正却下の決定 

 

［補正却下の決定の結論］ 

 

 平成２９年１０月１９日付けの手続補正を却下する。 
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［理由］ 

 

１．補正の内容 

 

 平成２９年１０月１９日付けの手続補正（以下、「本件補正」という。）は、

出願当初の特許請求の範囲の請求項１（以下、「補正前の請求項１」という。）

を、以下のとおりの特許請求の範囲の請求項１（以下、「補正後の請求項１」

という。）に補正するものである。（なお、下線は審判請求人により付された

もの。） 

 

（補正前の請求項１） 

「【請求項１】 

 第１位置を通過する通行者が所持する媒体から読み取られた第１生体情報と、

前記第１位置を通過する通行者を撮像して得られた画像から取得した第２生体

情報とを用いて、通行者を認証する第１認証処理を実行する工程と、 

 前記第１認証処理による通行者の認証に成功した場合、前記第１認証処理に

用いた前記第１生体情報および前記第２生体情報の少なくとも一方に基づく第

３生体情報を記憶部に記憶する工程と、 

 通行者の進行する方向において前記第１位置より下流側の第２位置を通過す

る通行者を撮像して得られた画像から取得した第４生体情報と、前記記憶部に

記憶された前記第３生体情報とを用いて、通行者を認証する第２認証処理を実

行する工程と、 

 前記第２認証処理により認証された場合、前記第２位置を通行することを許

可する認証工程と 

を具備する情報処理方法。」 

 

（補正後の特許請求の範囲） 

「【請求項１】 

 第１位置を通過する通行者が所持する媒体から読み取られた第１生体情報と、

前記第１位置を通過する通行者を撮像して得られた画像から取得した第２生体

情報とを用いて類似度を算出し、前記類似度が第１の閾値を超えているか否か

によって通行者を認証する第１認証処理を実行する工程と、 

 前記第１認証処理によって前記第１の閾値を超えていることにより通行者の

認証に成功した場合、前記第１認証処理に用いた前記第１生体情報および前記

第２生体情報の少なくとも一方に基づく第３生体情報を記憶部に記憶する第１

の記憶工程と、 

 通行者の進行する方向において前記第１位置より下流側の第２位置を通過す

る通行者を撮像して得られた画像から取得した第４生体情報と、前記記憶部に

記憶された前記第３生体情報とを用いて類似度を算出し、前記類似度が第２の

閾値を超えているか否かによって、通行者を認証する第２認証処理を実行する

工程と、 

 前記第２認証処理によって前記第２の閾値を超えていることにより認証され



 3 / 15 

 

た場合、前記第２位置を通行することを許可する認証工程と、 

 前記第２の閾値を前記第１の閾値よりも高く設定する設定工程と 

を具備する情報処理方法。」 

 

２．本件補正の目的及び新規事項の有無 

 

２－１．本件補正にかかる補正事項 

 

 補正前後の請求項１の記載を対比すると、本件補正は、以下の補正事項を含

むものである。 

 

（ａ）補正前の「第１位置を通過する通行者が所持する媒体から読み取られた

第１生体情報と、前記第１位置を通過する通行者を撮像して得られた画像から

取得した第２生体情報とを用いて、通行者を認証する第１認証処理を実行する

工程と、」を、補正後の「第１位置を通過する通行者が所持する媒体から読み

取られた第１生体情報と、前記第１位置を通過する通行者を撮像して得られた

画像から取得した第２生体情報とを用いて類似度を算出し、前記類似度が第１

の閾値を超えているか否かによって通行者を認証する第１認証処理を実行する

工程と、」とする補正事項。 

 

（ｂ）補正前の「前記第１認証処理による通行者の認証に成功した場合、」を、

補正後の「前記第１認証処理によって前記第１の閾値を超えていることにより

通行者の認証に成功した場合、」とする補正事項。 

 

（ｃ）補正前の「第３生体情報を記憶部に記憶する工程と、」を、補正後の 

「第３生体情報を記憶部に記憶する第１の記憶工程と、」とする補正事項。 

 

（ｄ）補正前の「通行者の進行する方向において前記第１位置より下流側の第

２位置を通過する通行者を撮像して得られた画像から取得した第４生体情報と、

前記記憶部に記憶された前記第３生体情報とを用いて、通行者を認証する第２

認証処理を実行する工程と、」を、補正後の「通行者の進行する方向において

前記第１位置より下流側の第２位置を通過する通行者を撮像して得られた画像

から取得した第４生体情報と、前記記憶部に記憶された前記第３生体情報とを

用いて類似度を算出し、前記類似度が第２の閾値を超えているか否かによって、

通行者を認証する第２認証処理を実行する工程と、」とする補正事項。 

 

（ｅ）補正前の「前記第２認証処理により認証された場合、」を補正後の「前

記第２認証処理によって前記第２の閾値を超えていることにより認証された場

合、」とする補正事項。 

 

（ｆ）補正事項（ｂ）と補正事項（ｄ）により補正された「第１の閾値」と 

「第２の閾値」との大小関係について、「前記第２の閾値を前記第１の閾値よ

りも高く設定する設定工程と」なる事項を追加する補正事項。 



 4 / 15 

 

 

２－２．新規事項の有無について 

 

２－２－１．補正事項（ａ）、（ｂ）、（ｄ）、（ｅ）について 

 補正事項（ａ）及び（ｂ）は、出願当初の明細書の段落【００３４】、段落

【００３７】に、上記補正事項（ｄ）及び（ｅ）は、出願当初の明細書の段落

【００５７】、段落【００５８】に記載されていると認められるので、特許法

第１７条の２第３項に違反するものではない。 

 

２－２－２．補正事項（ｃ）について 

 補正事項（ｃ）は、出願当初の明細書の段落【００３８】の「第１通行者認

証部１５（記憶制御部の一例）は、通行者の認証に成功した場合（ステップＳ

４０５：Ｙｅｓ）、第１認証処理に用いた２つの特徴情報の少なくとも一方に

基づく認証用特徴情報を、サーバ３０の特徴情報記憶部３１に記憶（保存）す

る（ステップＳ４０６）。」の内容を指すことは明らかであると認められるの

で、特許法第１７条の２第３項に違反するものではない。 

 

２－２－３．補正事項（ｆ）について 

 補正事項（ｆ）に関する記載としては、出願当初の明細書の段落【００５８】

に「ここで、第２閾値は、第１認証装置１０における通行者の認証に用いた第

１閾値と同じ値としても良いし、第１閾値とは異なる値としても良い。」と記

載されている。 

 しかしながら、当該段落の記載内容は、「第２閾値は第１閾値とは異なる値

としても良い」との内容にとどまり、補正事項（ｆ）の様に『第２の閾値を第

１の閾値よりも高く設定する』と特定することが開示されている、とするまで

には至っていない。 

 

 さらに、出願当初の明細書の他の記載を参酌しても、『第２の閾値を第１の

閾値よりも高く設定する』ことやそのことによる作用効果等の技術的事項を示

唆する記載も見いだせない。 

 この点、出願当初の明細書の段落【００４０】ないし【００４２】には、第

１認証処理に用いられた２つの特徴情報である「識別情報読取部により媒体Ｍ

から読み取られた特徴情報」と「第１顔特徴抽出部により取得された特徴情報」

のうちの前者を用いることによって通行者の入れ替わりに対するセキュリティ

を高めることができること、前者は第１認証処理が実行された時点よりも前に

通行者を撮像して得られた画像からのものであるために、「通行者を撮像して

得られる画像から取得される特徴情報との類似度」が下がり、通行者の経年変

化等の影響を受けやすいこと、前者ではなく後者を第２認証処理のために特徴

情報記憶部３１に記憶させることによって通行者の経年変化等の影響を軽減で

き、認証精度を向上できることが記載されている。また、段落【００６４】に

は、特徴情報記憶部３１に記憶されてから所定期間経過した認証用特徴情報を

用いる場合の「第２閾値」をそうでない場合の「第２閾値」よりも高くするこ
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とにより、特徴情報記憶部３１に記憶されてから所定期間経過した信頼性が低

い認証得用特徴情報を用いた場合に認証が成功する可能性を低くすることが記

載されている。 

 しかし、これらの段落も、段落【００５８】の「第２閾値は、・・・第１閾

値とは異なる値としても良い」旨を補足する内容を記載したものでなく、せい

ぜい、特徴情報記憶部３１には経年変化の影響をより受けにくい情報を記憶す

るほうが望ましいことを示唆するにすぎないから、段落【００５８】にこれら

の段落の記載を併せ鑑みても、『第２の閾値を第１の閾値よりも高く設定する』

ことが示唆されているとはいえない。 

 

 したがって、これらの事項を鑑みると、補正事項（ｆ）は、出願当初の明細

書、特許請求の範囲又は図面に記載された事項の範囲内との関係において、新

たな技術的事項を導入するものであり、この範囲内においてなされたものとは

認められないので、特許法第１７条の２第３項に違反するものである。 

 

２－３．目的要件について 

 

 事案に鑑み、本件補正が、特許法第１７条の２第５項の各号に掲げる事項を

目的とするものに該当するかについても検討する。 

 

２－３－１．特許法第１７条の２第５項第１号（請求項の削除）、同第３号

（誤記の訂正）、同第４号（明りょうでない記載の釈明）を目的とするもので

あるかについて 

 

＜補正事項（ａ）から（ｆ）について＞ 

 補正事項（ａ）から（ｆ）が、特許法第１７条の２第５項第１号、第３号、

第４号を目的とするものでないことは明らかである。 

 

２－３－２．特許法第１７条の２第５項第２号（特許請求の範囲の減縮）を目

的とするものであるかについて 

 

＜補正事項（ａ）について＞ 

 補正事項（ａ）は、第１認証処理について、その具体的な処理内容を特定す

るための事項を付加するのであるから、補正前の請求項１に記載した発明を特

定するために必要な事項を限定するものと認められ、また、その補正前の当該

請求項に記載された発明とその補正後の当該請求項に記載される発明の産業上

の利用分野及び解決しようとする課題についても同一であると認められる。 

 したがって、補正事項（ａ）は、特許法第１７条の２第５項第２号でいうと

ころの「特許請求の範囲の減縮」を目的とするものである。 

 

＜補正事項（ｂ）について＞ 

 補正事項（ｂ）は、補正事項（ａ）との文言の整合性を図るためになされた

ものであると認められるから、補正事項（ａ）と同様に特許法第１７条の２第
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５項第２号でいうところの「特許請求の範囲の減縮」を目的とするものである。 

 

＜補正事項（ｃ）について＞ 

 補正事項（ｃ）は、補正前の「第３生体情報を記憶部に記憶する工程と、」

を、補正後の「第３生体情報を記憶部に記憶する第１の記憶工程と、」とする

補正事項であるが、補正の前後において『第３生体情報を記憶部に記憶する』

という工程の内容を何ら変更するものではない。 

 したがって、補正事項（ｃ）は、単なる表現上の変更であって、補正の前後

において内容の変更を伴うものではないから、実質的な補正とはいえない。 

 

＜補正事項（ｄ）について＞ 

 補正事項（ｄ）は、第２認証処理について、その具体的な処理内容を特定す

るための事項を付加するのであるから、補正前の請求項１に記載した発明を特

定するために必要な事項を限定するものと認められ、また、その補正前の当該

請求項に記載された発明とその補正後の当該請求項に記載される発明の産業上

の利用分野及び解決しようとする課題についても同一であると認められる。 

 したがって、補正事項（ｄ）は、特許法第１７条の２第５項第２号でいうと

ころの「特許請求の範囲の減縮」を目的とするものである。 

 

＜補正事項（ｅ）について＞ 

 補正事項（ｅ）は、補正事項（ｄ）との文言の整合性を図るためになされた

ものであると認められるから、補正事項（ｄ）と同様に特許法第１７条の２第

５項第２号でいうところの「特許請求の範囲の減縮」を目的とするものである。 

 

＜補正事項（ｆ）について＞ 

 補正事項（ｆ）は、第１閾値と第２閾値との関係を「第２の閾値を第１の閾

値よりも高く設定する」と特定するものであるから、補正前の請求項１に記載

した発明を特定するために必要な事項である「第１認証処理」と「第２認証処

理」に関する事項を限定するものと認められ、また、その補正前の当該請求項

に記載された発明とその補正後の当該請求項に記載される発明の産業上の利用

分野及び解決しようとする課題についても同一であると認められる。 

 したがって、補正事項（ｆ）は、特許法第１７条の２第５項第２号でいうと

ころの「特許請求の範囲の減縮」を目的とするものである。 

 

２－４．独立特許要件について 

 

 上記「２－３．目的要件について」で言及した様に、本件補正は、特許請求

の範囲の減縮を目的とするものであるから、本件補正後の請求項１に記載され

た発明（以下、「補正発明」という。）が特許出願の際独立して特許を受ける

ことができるものであるか（特許法１７条の２第６項において準用する同法１

２６条第７項の規定に適合するか）について検討する。 

 

（１）引用例 
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 原査定の拒絶の理由に引用された、特開２００５－１２９０１６号公報（以

下、「引用例」という。）には、以下の事項が記載されている。（なお、下線

は当審にて付した。） 

 

（ア）「本発明は、認証システム、プログラム、及び建築物に関する。特に、

本発明は、被認証者を認証する認証システムに関する。」（【０００１】） 

 

（イ）「図２は、認証システム１００の詳細な構成の一例を示す。本例におい

て、入館管理部１０２は、開錠操作部２０８、カメラ２０２、カードリーダ２

０４、及び入館認証部２０６を有する。入室管理部１０４ａ～ｄのそれぞれは、

各居室Ａ～Ｄ（図１参照）のそれぞれに対応して設けられており、開錠操作部

３０６、カメラ３０２、及び入室認証部３０４をそれぞれ有する。 

 開錠操作部２０８は、入館認証部２０６により被認証者が認証された場合に、

正面玄関におけるドア１０６の鍵を開錠する。カメラ２０２は、被認証者を撮

像する第１撮像部の一例である。カメラ２０２は、正面玄関に設けられており、

入館しようとする被認証者の顔画像を撮像して、入館認証部２０６に供給する。

カードリーダ２０４は、被認証者の携行するＩＤカードから、そのＩＤカード

に格納されている被認証者の顔画像を取得して、入館認証部２０６に供給する。 

 入館認証部２０６は、第１認証部の一例であり、被認証者のＩＤカードに格

納されている被認証者の顔画像と、カメラ２０２により撮像された被認証者の

顔画像とを照合することにより、被認証者を認証する。これにより、入館認証

部２０６は、カメラ２０２により撮像される被認証者を認証する。 

 そして、これらの顔画像が所定の一致度を超えて一致することにより、被認

証者が正当な入館者であると認証された場合、入館認証部２０６は、開錠操作

部２０８に、正面玄関の鍵を開錠させる。これにより、被認証者はドア１０６

の通過を許可された者であると認証した場合に、入館認証部２０６は、ドア１

０６を開放する。そして、入館認証部２０６は、カメラ２０２により撮像され

た被認証者の顔画像を、各入室管理部１０４ａ～ｅに送信する。 

 入室管理部１０４における開錠操作部３０６は、入室認証部３０４により被

認証者が認証された場合に、対応する居室の入り口におけるドア１０８の鍵を

開錠する。カメラ２０２は、対応する居室の入口に設けられており、入室しよ

うとする被認証者の顔画像を撮像して、入室認証部３０４に供給する。カメラ

３０２は、被認証者を撮像する第２撮像部の一例であり、被認証者が通過する

経路において、カメラ２０２が設けられた位置より後に被認証者が通過する位

置に設けられる。 

 入室認証部３０４は、被認証者を認証する第２認証部の一例であり、カメラ

２０２により撮像された被認証者の顔画像を、入館認証部２０６から受け取る

ことにより、正面玄関においてカメラ２０２により撮像された被認証者の顔画

像と、居室の入口においてカメラ３０２により撮像された被認証者の顔画像と

を照合する。そして、これらの顔画像が所定の一致度を超えて一致することに

より、被認証者が正当な入室者であると認証された場合、入室認証部３０４は、
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開錠操作部３０６に、各居室の鍵を開錠させる。これにより、被認証者はドア

１０８ａ～ｅの通過を許可された者であると認証した場合に、入室認証部３０

４はドア１０８ａ～ｅを開放する。本例によれば、各居室の入口において、被

認証者を、効率よく認証できる。」（【００２４】～【００２９】） 

 

 したがって、上記摘記事項（ア）及び（イ）の記載から引用例には、 

 

「開錠操作部２０８、カメラ２０２、カードリーダ２０４、及び入館認証部２

０６を有する入館管理部１０２と、開錠操作部３０６、カメラ３０２、及び入

室認証部３０４をそれぞれ有する入室管理部１０４ａ～ｄと、を備える認証シ

ステム１００が被認証者を認証するための情報処理方法であって、 

 カメラ２０２は、正面玄関に設けられており、入館しようとする被認証者の

顔画像を撮像して、入館認証部２０６に供給し、カードリーダ２０４は、被認

証者の携行するＩＤカードから、そのＩＤカードに格納されている被認証者の

顔画像を取得して、入館認証部２０６に供給し、 

 入館認証部２０６は、被認証者のＩＤカードに格納されている被認証者の顔

画像と、カメラ２０２により撮像された被認証者の顔画像とを照合することに

より、被認証者を認証し、これらの顔画像が所定の一致度を超えて一致するこ

とにより、被認証者が正当な入館者であると認証された場合、入館認証部２０

６は、開錠操作部２０８に、正面玄関の鍵を開錠させ、そして、カメラ２０２

により撮像された被認証者の顔画像を、各入室管理部１０４ａ～ｅに送信し、 

 入室認証部３０４は、カメラ２０２により撮像された被認証者の顔画像を、

入館認証部２０６から受け取ることにより、正面玄関においてカメラ２０２に

より撮像された被認証者の顔画像と、居室の入口においてカメラ３０２により

撮像された被認証者の顔画像とを照合し、これらの顔画像が所定の一致度を超

えて一致することにより、被認証者が正当な入室者であると認証された場合、

入室認証部３０４は、開錠操作部３０６に、各居室の鍵を開錠させる、情報処

理方法。」（以下、「引用発明」という。） 

が開示されているものと認められる。 

 

（２）対比 

 

 補正発明と引用発明とを対比する。 

 

（２－１） 

 引用発明における「居室の入口」は「正面玄関」から入館する被認証者にと

っては、「正面玄関」よりも下流に位置するものである。よって、引用発明に

おける「正面玄関」及び「居室の入口」は、補正発明でいうところの『第１位

置』及び『第１位置より下流側の第２位置』に相当する。 

 

（２－２） 

 引用発明における「被認証者」及び「ＩＤカード」が、補正発明でいうとこ
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ろの『通行者』及び『媒体』に相当することは明らかである。 

 

（２－３） 

 引用発明においては、「カードリーダ２０４は、被認証者の携行するＩＤカ

ードから、そのＩＤカードに格納されている被認証者の顔画像を取得して、入

館認証部２０６に供給」するのであるから、「被認証者の携行するＩＤカード

に格納されている被認証者の顔画像」は、補正発明でいうところの『第１生体

情報』に相当する。 

 

 また、引用発明においては、「カメラ２０２は、正面玄関に設けられており、

入館しようとする被認証者の顔画像を撮像して、入館認証部２０６に供給する」

のであり、カメラ２０２が撮像した画像には被認証者の顔以外のものも含まれ

ていると解するのが自然であり、当該「撮像した画像」から被認証者の顔画像

を照合対象として入館認証部２０６に供給するものであるからら、「正面玄関

に設けられたカメラ２０２により撮像された被認証者の顔画像」は、補正発明

でいうところの『撮像して得られた画像から取得した第２生体情報』に相当す

る。 

 

 そして、引用発明においては、「入館認証部２０６は、被認証者のＩＤカー

ドに格納されている被認証者の顔画像と、カメラ２０２により撮像された被認

証者の顔画像とを照合することにより、被認証者を認証し、これらの顔画像が

所定の一致度を超えて一致することにより、被認証者が正当な入館者であると

認証された場合、入館認証部２０６は、開錠操作部２０８に、正面玄関の鍵を

開錠させ」るのであり、ここで、引用発明でいう「一致度」や補正発明でいう

ところの『類似度』については、その用語自体の他に何かしらの技術的特徴を

示す事項は特定されていないことを鑑みると、引用発明でいう「一致度」と補

正発明でいうところの『類似度』は、いずれも、比較する２つの情報の同一性

の程度を表現するために用いられる単に表現上異なる用語であると解するのが

自然である。そして、引用発明における「所定の（一致度）」とは、補正発明

でいうところの『第１の閾値』に対応するといえる。 

 したがって、引用発明における「入館認証部２０６は、被認証者のＩＤカー

ドに格納されている被認証者の顔画像と、カメラ２０２により撮像された被認

証者の顔画像とを照合することにより、被認証者を認証し、これらの顔画像が

所定の一致度を超えて一致することにより、被認証者が正当な入館者であると

認証された場合」は、補正発明でいうところの『第１位置を通過する通行者が

所持する媒体から読み取られた第１生体情報と、前記第１位置を通過する通行

者を撮像して得られた画像から取得した第２生体情報とを用いて類似度を算出

し、前記類似度が第１の閾値を超えているか否かによって通行者を認証する第

１認証処理を実行する工程』に相当する。 

 

（２－４） 

 引用発明においては、「入室認証部３０４は、カメラ２０２により撮像され
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た被認証者の顔画像を、入館認証部２０６から受け取ることにより、正面玄関

においてカメラ２０２により撮像された被認証者の顔画像と、居室の入口にお

いてカメラ３０２により撮像された被認証者の顔画像とを照合し、これらの顔

画像が所定の一致度を超えて一致することにより、被認証者が正当な入室者で

あると認証された場合、入室認証部３０４は、開錠操作部３０６に、各居室の

鍵を開錠させる、」のであり、前記「居室の入口においてカメラ３０２により

撮像された被認証者の顔画像」は、補正発明でいうところの『通行者の進行す

る方向において前記第１位置より下流側の第２位置を通過する通行者を撮像し

て得られた画像から取得した第４生体情報』に相当し、前記「カメラ２０２に

より撮像された被認証者の顔画像」は「入館認証部２０６から受け取る」もの

であるから、補正発明でいうところの『第１認証処理に用いた第２生体情報に

基づく第３生体情報』に相当する。 

 また、引用発明にかかる「入室認証部３０４」が実行する“被認証者に関す

る認証処理”は、入館認証部２０６が実行する被認証者に関する認証処理とは

別のものであるから、補正発明でいうところの『第２認証処理』に対応すると

いえる。 

 さらに、入室認証部３０４が実行する“被認証者に関する認証処理”において

用いる「所定の（一致度）」とは、補正発明でいうところの『第２の閾値』に

対応するといえる。 

 してみると、引用発明と補正発明とは、『通行者の進行する方向において前

記第１位置より下流側の第２位置を通過する通行者を撮像して得られた画像か

ら取得した第４生体情報と、前記第３生体情報とを用いて類似度を算出し、前

記類似度が第２の閾値を超えているか否かによって、通行者を認証する第２認

証処理を実行する工程』を備えるという点で一致している。 

 

（２－５） 

 引用発明においては、「入室認証部３０４は、カメラ２０２により撮像され

た被認証者の顔画像を、入館認証部２０６から受け取ることにより、正面玄関

においてカメラ２０２により撮像された被認証者の顔画像と、居室の入口にお

いてカメラ３０２により撮像された被認証者の顔画像とを照合し、これらの顔

画像が所定の一致度を超えて一致することにより、被認証者が正当な入室者で

あると認証された場合、入室認証部３０４は、開錠操作部３０６に、各居室の

鍵を開錠させる、」のであり、前記「入室認証部３０４は、開錠操作部３０６

に、各居室の鍵を開錠させる、」は、補正発明でいうところの『第２位置を通

行することを許可する認証工程』に対応するといえるから、引用発明は、補正

発明でいうところの『第２認証処理によって前記第２の閾値を超えていること

により認証された場合、前記第２位置を通行することを許可する認証工程』を

備えているといえる。 

 

 上記（２－１）から（２－５）で検討した結果、補正発明と引用発明とは、 

 

「第１位置を通過する通行者が所持する媒体から読み取られた第１生体情報と、
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前記第１位置を通過する通行者を撮像して得られた画像から取得した第２生体

情報とを用いて類似度を算出し、前記類似度が第１の閾値を超えているか否か

によって通行者を認証する第１認証処理を実行する工程と、 

 通行者の進行する方向において前記第１位置より下流側の第２位置を通過す

る通行者を撮像して得られた画像から取得した第４生体情報と、前記第３生体

情報とを用いて類似度を算出し、前記類似度が第２の閾値を超えているか否か

によって、通行者を認証する第２認証処理を実行する工程と、 

 前記第２認証処理によって前記第２の閾値を超えていることにより認証され

た場合、前記第２位置を通行することを許可する認証工程と、 

を具備する情報処理方法。」 

 

で一致しており、以下の点で相違している。 

 

［相違点１］ 

 補正発明は、『前記第１認証処理によって前記第１の閾値を超えていること

により通行者の認証に成功した場合、前記第１認証処理に用いた前記第１生体

情報および前記第２生体情報の少なくとも一方に基づく第３生体情報を記憶部

に記憶する第１の記憶工程』を備えているのに対し、引用発明は、「入館認証

部２０６は、・・・カメラ２０２により撮像された被認証者の顔画像を、各入

室管理部１０４ａ～ｅに送信」するものであり、当該「カメラ２０２により撮

像された被認証者の顔画像」が記憶部に記憶されるのか明示されていない点。 

 

［相違点２］ 

 上記［相違点１］に関連して、補正発明は、通行者を認証する第２認証処理

を実行する工程において、『記憶部に記憶された第３生体情報』を用いるのに

対して、引用発明においては、「入館認証部２０６から送信されたカメラ２０

２により撮像された被認証者の顔画像」を用いる点。 

 

［相違点３] 

 補正発明は、『前記第２の閾値を前記第１の閾値よりも高く設定する設定工

程』を備えるのに対し、引用発明はかかる工程を備えていない点。 

 

（３）判断 

 

［相違点１］及び［相違点２］について 

 引用発明において、入館認証部２０６から各入室管理部１０４ａ～ｅに送信

された「カメラ２０２により撮像された被認証者の顔画像」は、入室管理部が

備える入室認証部３０４において被認証者を認証するために用いられるもので

あるから、「カメラ２０２により撮像された被認証者の顔画像」を入室管理部

側で記憶手段に記憶すること、及び、入室認証部３０４が記憶手段に記憶され

た「カメラ２０２により撮像された被認証者の顔画像」を用いて被認証者を認

証する処理を実行することは、当業者にとっては技術常識又は自明なことであ
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る。 

 

［相違点３］について 

 引用発明における入館部認証部２０６と入室部認証部３０４とは、カメラ２

０２により撮像された被認証者の画像を用いた認証のための照合を行うにあた

って異なる情報を用いる（前者は「被認証者の携行するＩＤカードに格納され

ている被認証者の顔画像」を用いるのに対し、後者は「カメラ３０２により撮

像された顔画像」を用いる）のであり、前記「被認証者の携行するＩＤカード

に格納されている被認証者の顔画像」と前記「カメラ３０２により撮像された

顔画像」との経時的劣化の程度に差があることは明らかであるから、入館部認

証部２０６での照合において「一致」とされる「一致度」と入室部認証部３０

４での照合における「一致」とされる「一致度」とが異なることは自然なこと

である。 

 さらに、各居室への入室を許可するセキュリティレベルは、居室の性質に基

づいて居室毎に定められることが一般的な技術常識である。 

 してみると、引用発明において、入館部認証部２０６における「一致」とさ

れる「一致度」に比して、ある居室についての入室部認証部３０４における

「一致」とされる「一致度」を高くすること、即ち、補正発明でいうところの

『第２の閾値を前記第１の閾値よりも高く設定する』ことは、各居室に求めら

れるセキュリティレベル等を踏まえて、当業者が適宜なし得る設計的事項であ

る。 

 

 また、補正発明の構成によってもたらされる効果は、引用発明に開示されて

いる事項により当業者ならば容易に予測することができる程度のものである。 

 

 以上の通り、補正発明は引用発明に開示されている事項に基づいて、当業者

が容易に発明をすることができたものであるから、特許法第２９条第２項の規

定により特許出願の際独立して特許を受けることができないものであり、特許

法１７条の２第６項において準用する同法１２６条第７項の規定に違反するも

のである。 

 

２－５．「補正却下の決定」についてのまとめ 

 

 上記「２－２」から「２－４」で検討した通り、本件補正は、特許法第１７

条の２第３項の規定に違反する、又は、特許法第１７条の２第６項において準

用する同法第１２６条第７項の規定に違反するので、同法第１５９条第１項に

おいて読み替えて準用する同法第５３条第１項の規定により却下すべきもので

ある。 

 

第３．本願発明について 

  

１．本願発明 
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 平成２９年１０月１９日付けの手続補正は上記の通り却下されたので、本願

の請求項１に係る発明（以下、「本願発明」という。）は、出願当初の特許請

求の範囲の請求項１に記載された事項（上記「「第２．平成２９年１０月１９

日付けの手続補正についての補正却下の決定」「１．補正の内容」における

（補正前の特許請求１）参照。）により特定されるものである。 

 

２．原査定の拒絶の理由 

 

 原査定の理由は、この出願の請求項１に係る発明は、その出願前に日本国内

又は外国において、頒布された下記の引用例に記載された発明又は電気通信回

線を通じて公衆に利用可能となった発明であるから、特許法第２９条第１項第

３号に該当し、特許を受けることができない、及び、この出願の請求項１に係

る発明は、その出願前に日本国内又は外国において、頒布された下記の引用例

に記載された発明又は電気通信回線を通じて公衆に利用可能となった発明に基

いて、その出願前にその発明の属する技術の分野における通常の知識を有する

者が容易に発明をすることができたものであるから、特許法第２９条第２項の

規定により特許を受けることができない、というものである。 

 

 引用例：特開２００５－１２９０１６号公報 

 

３．引用例 

 

 原査定の拒絶の理由に引用された引用例（特開２００５－１２９０１６号公

報）に記載された事項及び当該引用例に開示されている発明（引用発明）は、

上記「「第２．平成２９年１０月１９日付けの手続補正についての補正却下の

決定」「２－４．独立特許要件について」「（１）引用例」」に記載した通り

である。 

 

４．対比 

 

 本願発明は、平成２９年１０月１９日付けの手続補正によって補正された補

正発明から上記「「第２．平成２９年１０月１９日付けの手続補正についての

補正却下の決定」「２－１．本件補正にかかる補正事項」」で言及した補正事

項（ａ）から（ｆ）を削除したものであり、これらの補正事項についての対比

を除く他は、上記「「第２．平成２９年１０月１９日付けの手続補正について

の補正却下の決定」「２－４．独立特許要件について」「（２）対比」」の

「（２－１）」ないし「（２－５）」として記載したものと同じである。 

 

 そして、本願発明と引用発明とは、 

 

「第１位置を通過する通行者が所持する媒体から読み取られた第１生体情報と、

前記第１位置を通過する通行者を撮像して得られた画像から取得した第２生体

情報とを用いて、通行者を認証する第１認証処理を実行する工程と、 
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 通行者の進行する方向において前記第１位置より下流側の第２位置を通過す

る通行者を撮像して得られた画像から取得した第４生体情報と、前記第３生体

情報とを用いて、通行者を認証する第２認証処理を実行する工程と、 

 前記第２認証処理により認証された場合、前記第２位置を通行することを許

可する認証工程と 

を具備する情報処理方法。」 

 

で一致しており、以下の点で相違している。（なお、以下の相違点は、上記 

「「第２．平成２９年１０月１９日付けの手続補正についての補正却下の決定」

「２－４．独立特許要件について」「（２）対比」」で特定した［相違点１］

及び［相違点２］と同じである。） 

 

［相違点１］ 

 補正発明は、『前記第１認証処理によって前記第１の閾値を超えていること

により通行者の認証に成功した場合、前記第１認証処理に用いた前記第１生体

情報および前記第２生体情報の少なくとも一方に基づく第３生体情報を記憶部

に記憶する第１の記憶工程』を備えているのに対し、引用発明は、「入館認証

部２０６は、・・・カメラ２０２により撮像された被認証者の顔画像を、各入

室管理部１０４ａ～ｅに送信」するものであり、当該「カメラ２０２により撮

像された被認証者の顔画像」が記憶部に記憶されるのか明示されていない点。 

 

［相違点２］ 

 上記［相違点１］に関連して、補正発明は、通行者を認証する第２認証処理

を実行する工程において、『記憶部に記憶された第３生体情報』を用いるのに

対して、引用発明においては、「入館認証部２０６から送信されたカメラ２０

２により撮像された被認証者の顔画像」を用いる点。 

 

５．判断 

 

 上記［相違点１］及び［相違点２］についての判断は、上記「「第２．平成

２９年１０月１９日付けの手続補正についての補正却下の決定」「２－４．独

立特許要件について」「（３）判断」」の「［相違点１］及び［相違点２］に

ついて」に記載したものと同じである。 

 

 したがって、本願発明は、引用発明に開示されている事項に基づいて、当業

者が容易に発明をすることができたものである。  

 

６．むすび 

 

 以上の通り、本願発明は、引用発明に開示されている事項に基づいて、当業

者が容易に発明をすることができたものであるから、特許法第２９条第２項の

規定により特許を受けることができない。 
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 したがって、本願のその余の請求項に係る発明について検討するまでもなく、

本願は拒絶されるべきものである。 

  

 よって、結論の通り審決する。 

 

  平成３０年１０月２３日 

 

審判長 特許庁審判官 金子 幸一 

特許庁審判官 佐藤 智康 

特許庁審判官 相崎 裕恒 

 

 

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示） 

 この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日（附

加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、特許庁長官を被告と

して、提起することができます。 
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